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要旨

生産者によるメーカー希望小売価格の周知徹底（上限価格規制）が市場に及ぼす効果につ

いて検討する。その上で、昨今話題となった「高く買わないで」という旭酒造株式会社に

よる新聞広告の意義について考える。結論として、メーカー希望小売価格の周知徹底は小

売業者の利潤を減少させることで、生産者利潤の増加と消費者余剰の改善につながること

が理解される。さらにこのような生産者が小売業者に低価格販売を強制することの弊害に

ついて議論する。

キーワード：メーカー希望小売価格、上限価格規制、再販売価格維持行為、垂直的取引
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１．はじめに

「幻の酒にはしたくない」3年ほど前、旭酒造株式会社の日本酒「獺祭（だっさい）」に

ついてテレビコマーシャルで語られた言葉である⑴。そして最近また、旭酒造によるセン

セーショナルな新聞広告が話題となった⑵。「お願いです。高く買わないでください。」つ

まり、人気の日本酒、獺祭が小売店の金儲けのため不当に高く販売されている、そのよう

な高い価格で買うことはやめてほしい、と消費者に呼び掛けたのだ。この広告に対し、各

種 SNS やメディアなどでは、消費者目線に立った素晴らしい呼びかけであると非常に好

意的に受け止められているようである⑶。

SNSで多く見られた意見は「定価よりも高く売るとはけしからん。」「旭酒造に全面的に

賛成する。」といったものである。もちろん、ここで「定価」というのは誤りで、「メーカー

希望小売価格」（あるいは「標準小売価格」）というべきである。あくまで、メーカー『希望』

小売価格であり、それより安く売るのも高く売るのも小売店の自由であるし、むしろ自由

でなければならない。もしメーカーが定価販売を強制すれば、それは再販売価格維持行為

であり、明白な公正取引法違反となる。

それでは、メーカー希望小売価格とは何のためにあるのか。経営学や産業組織論を学ん

だ者の間では、それが上限価格規制として機能することはよく知られている⑷。つまり、

メーカー希望小売価格をパッケージに表示しておけば、小売店は実際問題としてそれより

も高く販売することが難しくなるのである。しかし一般に食料品はメーカー希望小売価格

がパッケージに印刷されていることが少なく、獺祭もその例外ではない⑸。また、近年で

はオープン価格への移行を謳う食料品メーカーも多い。これは食料品、飲料に関しては場

⑴　正確にはFUJITSUの ICTに関するコマーシャルで旭酒造が取り上げられたものである。
⑵　2017 年 12 月 10 日読売新聞朝刊。
⑶　たとえば、加藤 (2017) や中田 (2017) などを参照のこと。
⑷　上限価格規制について詳しくは、たとえば成生 (1994) や鈴木・成生 (2003)、成生 (2003) などを参
照のこと。

⑸　メーカー希望小売価格を印刷しない方法は「ノープリントプライス」とも呼ばれるが、一般にノー
プリントプライスはメーカーがあくまで「参考価格」を小売店に示すのみで、メーカー希望小売価
格自体が存在しない。したがって、ノープリントプライスでは「メーカー希望小売価格より＊割引」
とうい表記が不可能となる。
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所により高い価格で販売されることとも関係している。たとえば、山小屋で販売されてい

るお茶や、野球場で販売されているビールを思い出すとすぐわかるように、そのような場

所では街のスーパーやコンビニよりも遙かに高い価格で販売されている。もしそこにメー

カー希望小売価格が印刷されていると、販売に際して消費者と小売店との間でトラブルに

なりかねない。

では、今回の旭酒造の新聞広告にはどのような経済効果があるのだろうか。各種メディ

アや消費者が絶賛しているように、素晴らしい恩恵を消費者、あるいはその市場全体にも

たらすものなのだろうか。次章で簡単なモデルを提示するとともにその効果について論じ

ていこう。

2．モデル

一人の生産者と一人の小売業者による垂直的取引を考えよう。この生産者の生産する財

は全てこの小売業者を通じて消費者に販売されるものとする。まず、生産者がメーカー希

望小売価格を提示しないケースを考えよう。第一段階で生産者は小売業者に対し卸売価格

wを提示し、それを観察した小売業者が第二段階で小売価格 pを決定する。以下、バッ

クワードインダクションを用い均衡を求める。

小売業者はこの財を販売するにあたり、卸売価格以外のコストはかからないものとしよ

う。すると小売業者の利潤関数は

 

と表される。ここで qは販売量を表し、 q＝ a－ pで与えられているとしよう。ただし、

aは正の定数である。すると利潤最大化の一階の条件より、第二段階の均衡小売価格、均

衡販売量は

 

と求められる。

次に第一段階の均衡を求めよう。生産者の利潤関数は

 

と表される。ここでは c一定の限界費用で c＜ aとする。第二段階の均衡を踏まえると、
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利潤最大化の一階の条件より、第一段階の均衡卸売価格は

⑴

と求められる。ここで上添え字＊は小売業者が自由に小売価格を設定するケースにおける

均衡を表している。以上よりサブゲーム完全ナッシュ均衡は

⑵

と求められる。ここで、このケースでは二重マージンの問題が発生し、流通チャネル全体

の利潤が最大化されていないことに注意しよう。すなわち、独占力のある製品を作る生産

者にとって、小売業者の設定する価格は高すぎるのである。

次に、メーカー希望小売価格が周知され、小売業者はそれを超える価格での販売が困難

なケースについて考えてみよう。簡単化のため、ここでは小売価格と卸売価格が一致する

ようメーカー希望小売価格を設定するものとする。したがって、小売業者の利潤はゼロと

なるが、  0 であればこの取引に応じるものとしよう。すると生産者の利潤関数は

 

と与えられる。利潤最大化の一階の条件より均衡卸売価格は

⑶

と求められる。ここで上添え字＊＊はメーカー希望小売価格が設定されるケースにおける

均衡を表している。以上よりナッシュ均衡は

⑷

と求められる。言うまでもなく、ここではメーカー希望小売価格より安く財を販売するイ

ンセンティブは存在しない。

それぞれの均衡を比較すると、⑴、⑶式より卸売価格は両ケースで一致することがわ

かる。ただし、もしメーカー希望小売価格が + m、つまり卸売価格に一定のマージン m

が上乗せされているとすれば、販売量の低下を防ぐため、卸売価格は下落する。

次に⑵、⑷式より小売価格は下落し、販売量は増加することが確認される。したがっ
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て、計算するまでもなく、生産者の利潤と消費者余剰は増加することがわかる。また、こ

こでは小売価格と卸売価格が一致しており、二重マージンの問題も発生せず、チャネル全

体の利潤は最大となっている。しかしすでに明らかなように、この生産者利潤の増加と消

費者余剰の増加は小売業者の犠牲のもとで成り立っており、決してパレート改善などでは

ないのである。

3．考察

以上、簡単なモデルで明らかとなったのは、メーカー希望小売価格の周知徹底は、小売

業者に薄利を迫り、（広告効果などの間接的なものだけでなく）直接的に
4 4 4 4

生産者自身の利

潤を高める行為であるということである⑹。確かに消費者余剰も改善されるが、「高く買

わないで」は専ら「お客様の幸せのため」だけというわけではないのである。

では、なぜパッケージにメーカー希望小売価格を明記しないのだろうか。冒頭で述べた

様に食料品では明記されないのが一般的であるが、新聞広告を使いメーカー希望小売価格

を宣伝するくらいなら商品自体に明記した方が早いようにも思える。実は「高く買わない

で」と宣伝する一方で、いわゆる「正規販売ルート」であってもメーカー希望小売価格よ

りも高い価格で獺祭が販売されている場合がある。それは新幹線の車内販売などで見られ

る無店舗販売といったケースである。生産者が認める正規の流通網であっても場合によっ

ては高く売りたい、そのためにはパッケージにメーカー希望小売価格を表示するのは避け

る必要があろう。

さらに今後、価格競争が始まった際に「メーカー希望小売価格から大きく値下げされて

いる」となれば、ブランドイメージが損なわれてしまう。それを避けるためには、メー

カー希望小売価格の記載はできない。実際、帝国データバンク (2017) において売上高トッ

プ 10 に挙げられている清酒メーカーうち、旭酒造以外の全てのメーカーはせいぜい「税

抜きの参考価格」を示しているのみで、メーカー希望小売価格自体を設定していない。

また、今回の広告の背景には「商品が不透明な流通網でやりとりされると、保存状態も

⑹　獺祭純米大吟醸（1.8ℓ）のメーカー希望小売価格は 3078 円（2018 年 1 月現在）である。須藤他
（2004）の調査によると、大吟醸・純米大吟醸（1.8ℓ）の多くは 4801 ～ 5000 円であり、獺祭のメー
カー希望小売価格は他の類似商品に比べかなり低く設定されているといえよう。
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悪く、品質が落ちている可能性も高い」ことへの配慮もあるという⑺。しかし、このよう

な主張は生産者が自身の流通経路を管理したいと思った際にはよく聞かれるものであり、

古くは昭和 30 年代、医薬品メーカーが新聞において「信用を重んじる薬局は正価販売を

します」という旨の広告を出したこともある⑻。明らかに品質が落ち、消費者に悪い影響

を与えていると証明されない限り、印象論のみでは垂直的取引制限を行う合理的な理由に

は到底なりえない。

4．おわりに

旭酒造は近年、急成長を遂げ、今や売上高 100 億円超、業界トップ 10 にも入る大規模

生産者である⑼。だからこそ、小売価格に大きな影響力を持つことも可能となった。本来、

小売価格は小売業者の自由な競争により決定されるべきものであり、生産者がそれをコン

トロールすること（再販売価格維持行為）は許されない。ただし通常、再販売価格維持行

為が問題となるのは、小売価格の引き下げを妨害した場合である。上限価格の設定につい

て、公正取引委員会は「会員事業者が製造する製品の再販売価格について共通の上限価格

を設定することは、独占禁止法上問題となるおそれがあるが、メーカー各社が独自に上限

価格を設定することについては、直ちに独占禁止法上問題となるものではない」とした前

例がある⑽。つまり小売業者間の競争を阻害するものでない限り、上限価格規制について

はただちに問題にはならないとの見解である。

今回の広告では「適正価格での購入を呼びかけた」とされているが、「適正価格」との

考えから今後、下限価格規制に発展しないよう注意を払う必要がある。実際、旭酒造が特

約販売店に対し課している条件は「販売価格が適正であること」であり、「上限価格を守

ること」ではない⑾。また、脚注 6で指摘した通り、獺祭のメーカー希望小売価格は他の

⑺　たとえば、南 (2017) 参照のこと。
⑻　大槻 (2006) 参照のこと。
⑼　帝国データバンク (2017) 参照のこと。
⑽　公正取引委員会ウェブサイト『独占禁止法相談事例集価格制限行為 16「事業者団体による再販
売価格に関する上限価格の設定」』（http://www.jftc.go.jp/dk/soudanjirei/kakakuseigen/kakaku08.
html）（最終閲覧日 2018 年 2 月 13 日）参照。

⑾　旭酒造ウェブサイト「製品について－酒販店様へ」（https://www.asahishuzo.ne.jp/products/shop/
shop.html）（最終閲覧日 2018 年 2月 13 日）参照のこと。
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類似商品に比べ、かなり安く設定されている。このことが他の中小酒造メーカーを排除し、

旭酒造の市場独占度をさらに高める結果をもたらせば、今後は寡占の弊害にも注意しなけ

ればならなくなるだろう。

最後に、本稿のモデルでは小売価格が下がり、需要が増加しても供給が十分それに対応

できることが前提となっていることに注意しよう。ここで、もし供給が不足してしまうな

ら（超過需要が発生するなら）どのようなことが起こるだろうか。実は食料品の小売段階

においては、価格による需給調整が行われにくいことが指摘されている。たとえば、阿部

他 (2011) 及び阿部・森口 (2011) は東日本大震災直後、関東地方で深刻な超過需要が発生し

た際も食料品についてはあまり価格が上昇しなかったことを明らかにしている。代わり

に、数量割当による需給調整（数量調整）が行われたのである。またこれは小売業者が顧

客との長期的な取引を重視した結果（顧客市場仮説）であろうとの指摘がなされている。

つまり生活必需品に近い食料品の値上げを「便乗値上げ」ととらえられてしまえば、顧客

との関係を急激に悪化させてしまうとの懸念である。しかし同時に、そのような数量調整

は買い占めを抑制できなかったり、買えた者と買えなかった者との間に大きな格差を生じ

させたりする（価格調整であれば、買えた者も「高い価格」という代償を払う）という問

題があり、「必ずしも数量調整が価格調整より公正で望ましいメカニズムではない」とも

指摘されている。

他方で日本酒は嗜好品である。さらにその中の単一のブランドのみの値上げとなれば小

売店も顧客との関係悪化をそれほど気にすることもないであろう。もし獺祭の価格上昇が

そのような超過需要に対する調整の結果であるならば、阿部・森口 (2011) で指摘されてい

る通り、必ずしも消費者にとって悪というものではない。消費者が商業者に対し「より良

いものをより安く売ってくれる」ことを期待するのは当然であろう。しかし「幻の酒にし

たくない」のであれば、小売業者による値上げもときには必要となるのである。
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